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Ａ．募集概要                            
市川市では、待機児童対策及び保育サービスの拡大を目的に、令和 4 年 4 月の開設を目指

して、本市からの整備費補助を受けて小規模保育事業所を整備する事業者を募集いたします。 

 

Ａ１．補助対象となる施設                               
児童福祉法(昭和 22 年法律第 164 号) 第 34 条の 15 第 2 項に基づく認可を受けて開設す

る小規模保育事業所(Ａ型)。ただし、物件改修による新規開設に限ります。 

 

Ａ２．整備対象地域及び募集施設数                             
 《整備対象地域》 
（１）ＪＲ総武線沿線（市川駅、本八幡駅周辺）  
○市川 1丁目､2丁目(1～11･17～33番)､3丁目 

○新田 4 丁目  〇新田 2､5 丁目の一部 ○市川南 1 丁目､2 丁目(1～4･9 番)、3 丁目(1

～10･14番)､4丁目(1･8～10番) 

○八幡 1丁目、2丁目、3丁目(1～19番)○南八幡 1丁目、3～5丁目 

 

（２）ＪＲ武蔵野線沿線（市川大野駅周辺）  
○大野町 2、3丁目の一部 

 

※「●丁目の一部」と記載のある地域については、別紙、「整備対象地域地図(小規模保

育事業所)」をご確認ください。 

※待機児童数、応募のあった施設の定員及び予算を勘案して選定する施設数を決定しま

す。 

※整備計画地近隣に既存の認可保育園、認定こども園又は小規模保育事業所がある場合、

その他整備計画地周辺の状況等によっては、事業計画の見直しを求めることがありま

す。 

※整備対象地域外であっても、対象地域に接している道路に面している場合は、整備対

象地域として認める場合がありますので事前にお問い合せください。 

※令和 3 年 4 月の保育施設利用者の状況等を勘案し、整備対象地域の見直しを行う場合

があります。 

 

Ａ３．申請期間                                    
事前協議及び本申請の期間をそれぞれ下記のとおり定め、事前協議については期間中、

随時受け付けします（要予約）。なお、本申請の期間については第１次～第３次を設定し、

それぞれの期間終了後に審査を実施する予定です。ただし、待機児童数、応募のあった施

設の定員及び予算を勘案し、それ以降の募集を中止することがあります。 

※申請に当たっては、本要項に記載の整備に係る要件に該当することだけでなく、申請 

事業者において当該立地、施設等の保育環境をご考慮の上で申請してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※上記スケジュールについては、変更となることがあります。 

※スケジュールの詳細は「Ｄ．申請・審査のスケジュール」を参照してください。 

【事前協議】 
令和 2年 11月 13日（金）～令和 3年６月 18日（金） 

【本申請】 
第１次: 令和 2年 12月 21日（月）～ 12月 25日（金）（審査を 1月に実施予定） 
第２次: 令和 3年 4月 12日（月）～ 4月 16日（金）（審査を 5月に実施予定） 
第３次: 令和 3年 7月 12日（月）～ 7月 16日（金）（審査を 8月に実施予定） 
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Ａ４．開設日                                     
令和 4年 4月 1日(市川市による認可が前提です) 

 
Ａ５．整備物件に求める要件                              
  市川市小規模保育事業認可に関する審査基準(平成 27年 7月 22日制定。以下「審査基準」

といいます。)の定めによるもののほか、下記の要件をすべて満たす物件とします。 
 
（１）本要項の「Ｃ１．施設及び設備」に定める要件を満たす施設を整備できること。 

（２）既存建物である場合は、確認済証及び検査済証が交付されていること。ただし、検査 

済証が交付されていない建物であっても、建築基準法適合状況調査により既存不適格

建物と判定され､改修工事等によって不適格な事由を是正する場合は､要件を満たすも

のとする。 

（３）建築基準法上の用途を「保育所」とするか、既存建物である場合は確実に「保育所」

に用途変更できること。なお、延床面積が 200㎡以下で建築確認を行わない場合であっ

ても、建築基準法及び同法施行令上の保育所の基準を満たす旨の建築士による証明を

必要とする。 

 ※保育所の用に供する面積が分かる形での証明とすること。 

（４）抵当権等の制限物権がついていないことが望ましい。 

（５）「建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針 (平成 18年 1月 25

日国土交通省告示第 184号) 」に定める構造耐震指標において、地震の振動及び衝撃に

対して倒壊し、又は崩壊する危険性が高い数値ではないこと。 

（６）賃貸物件である場合は、下記についてもすべて満たすこと。 

①原則として地上権や賃借権を設定すること又は建物の賃貸借契約期間を 10 年以上

(開設予定日を起点とする)とすること。 

②本申請時点で賃貸借契約又はその予定契約を締結しているか、貸主との間で契約を

締結することの合意を得ること。合意にあたっては、貸主･借主双方の記名捺印をし

た書面を必要とする。なお、合意書面には仲介人の記名捺印もあることが望ましい。 

③上記のほか、「不動産の貸与を受けて保育所を設置する場合の要件緩和について(平

成 16 年 5 月 24 日雇児発第 0524002 号・社援発第 0524008 号厚生労働省雇用均等･

児童家庭･社会･援護局長連名通知)」の定めによる。 

 

Ａ６．申請資格                                    
審査基準によるもののほか、小規模保育事業所を設置運営するための十分な資力と信用

を有し、また、児童福祉事業に熱意を持ち、継続的に安定した事業所運営ができる者で以

下の要件をすべて満たす者とします。 

（１）法人格を有している者。ただし、下記を除く。 

 ①政治的な目的により設立された法人 

 ②市川市暴力団排除条例(平成 24年市川市条例第 12号)に規定する暴力団又は暴力団 

員等と密接な関係を有すると認められる法人 

（２）下記施設等のいずれかについて、令和４年４月時点で３年以上の運営実績を有すると

本市が認める者であること。 

   ①児童福祉法第 35条第 4項の認可を受けた保育所（認可保育園） 

   ②児童福祉法第 34条の 15第 2項の認可を受けた小規模保育事業（Ａ型） 

   ③就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成 18 

年法律第 77号）第 2条第 6項に規定する認定こども園 

      ④児童福祉法第５９条の２の規定による届出をした施設（認可外保育施設）で、「認可 

外保育施設に対する指導監督の実施について（平成 13年 3月 29日雇児発 177 号厚 

生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）」で定める指導監督基準（地方公共団体によ 

る認証等を受けたことにより、拠るべき指導及び監督に関する基準が当該地方公共団 

体による基準となる場合にあっては、その基準）を満たすもの。 
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（３）直近期決算において､原則として自己資本比率が 10％を超えていること。 

（４）児童福祉法第 34条の 15第 3項に定める基準をすべて満たす者。 

（５）「家庭的保育事業等の認可等について(平成 26 年 12 月 12 日雇児発 1212 第 6 号厚生労

働省雇用均等・児童家庭局長通知)」に示されている要件をすべて満たす者。特に社会

福祉法人及び学校法人以外の者の場合は、実務を担当する幹部職員が社会福祉事業に関

する知識又は経験を有する者であること。 

また、直近の会計年度において、保育所を経営する事業以外の事業を含む当該主体の 

全体の財務内容について、3 年以上連続して損失を計上していないこと。 

（６）地方自治法施行令(昭和 22年 5月 3日政令第 16号)第 167条の 4(一般競争入札の参加 

者の資格)の規定及び次のいずれかに該当しない者。 

①法人税、消費税、地方消費税、都道府県民税、市町村民税、固定資産税、都市計画税、

特別土地保有税、事業所税及びその他市川市税を滞納している者 

②手形交換所による取引停止処分を受けてから 2年間を経過しない者 

③本申請日前 6ヶ月以内に不渡手形又は不渡小切手を出した者 

（７）本要項に定めるもののほか、社会福祉法(昭和 26 年法律第 45 号)、児童福祉法、子ど

も・子育て支援法(平成 24 年法律第 65 号)、建築基準法(昭和 25 年法律第 201 号)、消

防法(昭和 23 年法律第 186 号)、市川市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準

を定める条例(平成 26年市川市条例第 13号)、市川市特定教育・保育施設及び特定地域

型保育事業の運営に関する基準を定める条例(平成 26年市川市条例第 14号)その他の関

係法令及び通知等を遵守して小規模保育事業所を設置･運営できる者。また、保育の実

施責任者である市川市からの指導等を遵守できる者。 

 

Ａ７．その他募集に関する留意事項                           
（１）下記のような場合には、整備対象地域を変更することがあります。変更する際は、市 

川市公式Ｗｅｂサイト上（http://www.city.ichikawa.lg.jp/）でお知らせします。 

①認可保育園･小規模保育事業所･認定こども園の新規開設や定員増等によって、子 

ども･子育て支援法第 19条第 2号又は第 3号に係る教育・保育給付認定の定員数 

が「市川市子ども･子育て支援事業計画」における目標に達すると見込まれる地域が 

生じた場合。 

②保育認定子どもの実数が「市川市子ども･子育て支援事業計画」で想定した人数を大 

幅に上回って推移すると見込まれる地域が生じた場合。 

（２）本要項に記載している設備運営要件、整備費補助、運営費、スケジュール等が改正法

令等と整合しなくなった場合は、改正法令等を優先します。その時点で申請済又は選

考済の案件についても、改正法令等に合わせるための計画内容の修正を求めることが

あります。予めこれらの点をご了承の上、申請してください。 

（３）本要項に基づき小規模保育事業所の設置・運営事業者として選定されても、その後の

市川市との協議の結果その他の理由により小規模保育事業所の設置が認められない場

合があります。なお、市川市はその際に生じた損害その他一切の責任を負いかねます。 
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Ｂ．運営に関する要件                        
法令及び審査基準によるもののほか、「市川市子ども･子育て支援事業計画」等に基づく整

備を進める観点、及び小規模保育事業者に保育の質の向上を求める観点から、小規模保育事

業所の運営に関する要件を下記のとおり設定します。 

 

Ｂ１．定員及び受入年齢                                
 《定員》 

１５名 ～ １９名 

※可能な限り１歳児の定員を大きく設定してください。 

※下の年齢児より少ない定員を上の年齢児で設定することは認められません。 

※市内で認可保育園を既に運営している法人による申請であって、その認可保育園を連

携施設として設定し、かつ定員変更を伴う場合は、事前にご相談ください。 
 

 《受入年齢》 
乳児(生後５７日以上) ～ ２歳児 

 
※乳児については、施設設置地域における保育ニーズ、及び「市川市子ども･子育て支援

事業計画」等を勘案して、受入月齢を最大 12ヶ月以上まで引き上げるか、又は乳児定

員を設定しないことを認める場合もありますのでご相談ください。 

 

Ｂ２．開園時間                                    
延長保育時間を含めた開園時間は、平日・土曜日ともに下記を原則に、連携施設の開園

時間を考慮して設定するものとします。 
 

7:00 ～ 20:00（最低の開園時間 7：30 ～ 18：30） 

※開園時間短縮の変更については､入園した利用者に多大な影響が出ることから､利用者

が全く居ない時間が継続的に続く等、特段の事情が無い限り行わないこと。 

 

Ｂ３．休園日                                     
下記に示す日以外を休園日とすることは認められません。なお、①③を開園日とする場

合は、予め市川市との協議が必要となりますのでご相談ください。 
 

①日曜日 

②土曜日(ただし、連携施設が幼稚園の場合に限ります。) 

③国民の祝日に関する法律(昭和 23年法律第 178号)に定める休日 

④年末年始(12月 29日～1月 3日) 

 

Ｂ４．給食                                      
  給食は自園調理とし、完全給食を実施してください。 

  ※完全給食とは開園する全ての曜日について搬入等によらず主食､副食等の全てのメ

ニューを自園調理によって提供する給食のことを指します。 

※ただし小規模保育事業所を社会福祉施設等(幼稚園を含みます。)に併設し、その施設

に設置された調理室又は調理設備が小規模保育事業所の調理室又は調理設備を兼ねる

場合は自園調理とみなします。 

※また連携施設、又は設置する小規模保育事業所と同一の設置運営者(関連法人を含みま

す。)が運営する小規模保育事業所、事業所内保育事業所、社会福祉施設又は医療機関

から搬入する場合に限り、給食の外部搬入を認める場合があります。 
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Ｂ５．職員配置等                                   

下記の国通知及び市川市が定める ○ａ～○ｂ の法令(以下「市川市条例等」といいます｡)を

遵守するほか、下記の（１）～（４）によるものとします。なお、申請時点で（２）の要

件を満たす管理者（施設長）が決定していることを必須とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※（２）～（４）に示す「常勤」の定義は下記のとおりとします。 

「無期又は１年以上の雇用契約であり、かつ就業規則に定められた勤務時間(１日６時間

以上かつ月２０日以上の勤務に限る)で勤務すること」 
 
（１）以下の職員を必ず置くこと。 

①管理者(施設長)  ②保育士  ③栄養士又は調理員 

（２）管理者の配置については、下記を遵守すること。 

①管理者は、健全な心身を有し、児童福祉事業に熱意があり、小規模保育事業所の

運営について迅速かつ的確な判断ができる常勤かつ専任の者であって、下記要件

のうちいずれか一つを満たす者とすること。 

  ○保育士資格を有し、認可保育所、認定こども園又は小規模保育事業所(以下「認

可保育施設」といいます。)において常勤職員として 2年以上の実務経験を有

する者。 

○児童福祉事業に 2 年以上従事した経験を有し、かつ厚生労働省又は同省が委

託する者が実施する「保育所長等研修」を修了したか、又は管理者就任日ま

でに受講できる者。 

○社会福祉主事の資格を有し、かつ児童福祉事業に 2 年以上従事した経験を有

する者。 

※上記要件を満たしても、公定価格の管理者設置加算の対象とならない場合が

あります。 

②保護者及び地域住民との信頼関係の形成や施設運営の安定を図るため、開設後 3

年間は管理者を変更しないこと(やむを得ず変更する場合は市の同意が必要)。 

（３）保育士の配置については、下記を遵守すること。 

①最低配置人数は、定員を算出根拠とし、上記の【国通知】【市川市条例等】及び通

常保育以外に実施する事業(要綱の定めと同等の要件を満たして実施する自主事

業を含む)に係る要綱等に定める保育士数とし、常勤かつ専任の者とすること。 

②①に該当する保育士のほか、非常勤の保育士を 1名以上配置すること。 

③上記のほか、児童処遇向上と職員の待遇改善のため保育士の加配に努めること。 

 ※市川市では国基準を越えて常勤保育士を雇用している事業所に対し、運営費の

加算を行っております。詳細は 14ページをご確認ください。 

（４）栄養士又は調理員の配置については、下記を遵守すること。 

①常勤かつ専任の者を 1名以上すること。 

②①に該当する者のほか、非常勤の調理員を 1名以上配置することが望ましい。 

③調理業務を委託する場合は、調理員を配置しているものとみなす。 

④栄養士を配置しない場合は、連携施設か、又は同一法人が運営する他の認可保育

施設の栄養士が、設置する小規模保育事業所で栄養管理、保護者等からの相談対

【国通知】 

○特定教育・保育施設等に要する費用の額の算定に関する基準の制定等に伴う実施

上の留意事項について(平成 27 年 3 月 31 日府政共生第 350 号等内閣府政策統括

官(共生社会政策担当)等通知) 

【市川市条例等】 

○ａ市川市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例(平成26年条

例第 13号) 

○ｂ市川市小規模保育事業認可に関する審査基準(平成 27年 7月 22日制定) 
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応、他の職員に対する栄養学的助言等を含む栄養士業務を確実に実施する体制を

整えること。 

 
Ｂ６．連携施設について                               

（１）市内の認可保育園、認定こども園又は幼稚園を連携施設として設定すること。た

だし、事前にご相談の上、市川市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を

定める条例(平成 26 年条例第 13 号)第 7 条第 2 項から第 5 項までの規定によること

も認める場合があります。 

 （２）設置する小規模保育事業所の卒園児を受け入れる連携施設については、下記の要  

件をすべて満たすこと。 

  ①原則として小規模保育事業所から概ね 1,000m 以内に所在していること。 

  ②小規模保育事業所の卒園児全員の受入枠が確保できること。 

  ③小規模保育事業所と同じかそれ以上の開設時間及び開設日を設定していること。 

（３）連携施設との連携協力に関する協定、契約等を書面により締結すること。 

 

Ｂ７．通常保育以外の事業（サービス）について                     
設置する小規模保育事業所の施設設備や職員を活用して通常保育(延長保育を含む)以外

の事業(サービス)を実施する場合、事業の内容によっては「市川市子ども･子育て支援事業

計画」との整合性をとるため、又は認可施設としての実施の妥当性を確認する必要がある

ため、ご相談ください。 

なお、通常保育以外の事業を実施する場合は、職員配置や施設設備等において、事業が

継続的に実施できる体制を整えてください。 

 
Ｂ８．経理について                                  

開設後の経理については、下記のとおり対応してください。 

（１）設置する事業所ごとの専用の口座を設け､本市へ登録し､運営費等の入金口座とす 

ること。 

（２）設置する小規模保育事業所に係る経理区分を設けるとともに、財務諸表を作成す 

ること。 

（３）設置する小規模保育事業所に適用する経理規程を整備すること。 

（４）会計年度は毎年 4月 1日から翌年 3月 31日までとすること。 

 

Ｂ９．その他運営に関する要件                             
（１）保護者会の設置を妨げないこと。 

（２）苦情解決の仕組みを整備すること。 

（３）社会福祉法人及び学校法人以外の法人の場合は、「保育所の設置認可等について」

第 1の 3（3）に定める運営委員会を設置すること。 

（４）業務上取得した個人情報は、個人情報の保護に関する法律(平成 15年法律第 57 

号)に基づき適切に取り扱うこと。 

（５）実費負担及び上乗せ負担の設定にあたっては、市川市と協議すること。 

    ※運営費として子ども・子育て支援法に基づく委託費の支出及び市川市単独の委

託費の加算及び補助を予定していますので同じ名目の費用を重複して実費負担､

上乗せ負担として設定しないようにしてください。 

    ※市川市単独の委託費として､開園時間内の延長保育料については､各月 1 日時点

の入園児童全員が延長保育を利用することが出来るよう加算を行っております。

そのため開園時間内の延長保育料については､利用者から徴収しないでくださ

い。 
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（６）保育士の定着に努め、保育士の異動がある場合は保育内容に関する十分な引継ぎ

を行うこと。 

（７）地域交流や行事への招待など、近隣住民との良好な関係づくりに努めること。 

（８）市川市による児童福祉法等に基づく指導監査に協力し、指導・指摘があった場合

には従うこと。 

（９）苦情の適切な解決に向けた第三者委員、（３）に記載の運営委員会の社会福祉事業

について知識・経験を有する者の選任にあたっては、自らの責任において選任す

ること。その地域の代表者等に協力を求める場合はこども施設計画課に相談して

ください。 

 (10）市川市が行う新設保育施設に対する運営支援に協力し、指導・指摘があった場合

は改善するよう努めること。 

（11）その他、社会福祉法、児童福祉法、子ども・子育て支援法、消防法、市川市家庭

的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例、市川市特定教育・保育

施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例その他の関係法令

及び通知等を遵守すること。 

 

Ｃ．施設及び設備の整備に関する要件                  
法令及び審査基準によるもののほか、小規模保育事業者に対し保育の質向上を求める観点

から、小規模保育事業所の施設及び設備の整備に関する要件を下記のとおり設定します。 

 

Ｃ１．施設及び設備                                  
【市川市条例等】を遵守するほか、下記の（１）～（９）によるものとします。 
 
（１）屋外遊戯場を同一敷地内に確保できない場合は、下記のとおり対応すること。 

①屋外遊戯場の代替地として、屋外活動に当たって安全が確保される公園、広場、

寺社境内等を指定すること(ただし、管理者の了解を得ること)。 

②代替地は、小規模保育事業所から概ね 300m以内に所在し、かつ便所･水飲場･手洗

場が設置されていることを原則とする。 

③園児の移動に際して安全が確保できるよう十分に配慮すること。 

④代替地を他の保育園等も利用している場合は、利用時間の調整等を行うこと。ま

た、代替地が公園等の場合、他の利用者がいることに十分配慮すること。 

⑤代替地を指定する場合であっても、小規模保育事業所の敷地内に可能な限りプー

ル遊びができる環境を確保するよう努めること。 

（２）屋上に屋外遊戯場を設ける場合は、「児童福祉施設最低基準の一部改正について(平

成 14 年 12 月 25 日雇児発第 1225008 号厚生労働省雇用均等･児童家庭局長通知)」

を準用すること。 

（３）送迎用駐車場及び駐輪場、ベビーカースペースの設置に努めること。ただし、送

迎用駐車場等の設置が困難な場合は、送迎の際の駐停車等に十分配慮できるよう環

境を整えたり、自動車による送迎を禁止したりする等の配慮をすること。 

（４）調理室又は調理設備には、感染症拡大防止のため手洗い設備を設置すること。そ

のほか、調理員専用の便所の設置など、感染症拡大防止に有効な措置を可能な限り

講じること。 

（５）児童が使用する便所と調理員が使用する便所を同室に設置しないこと。 

（６）ほふく室及び保育室には児童が使用する手洗い器を設置すること。 

（７）上記のほか、衛生上区画することが望ましい室等（便所、沐浴室等）については

天井まである扉等で区画するなど、衛生面に配慮すること。 

  （８）ほふく室及び保育室に設置する棚、ロッカー等については、転倒防止措置を施す

こと。 

  （９）保育園の出入り口、フェンス等については、防犯に配慮した設計とすること。 
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Ｃ２．近隣説明について                               

（１）事前協議終了後、本申請までに、申請事業者自らが、近隣住民等に対する認可保

育施設の整備・開設に係る周知・説明を、下記の①～③のとおり実施すること。 

  ①事前協議終了後、地元自治会長など地域の代表者に計画の概要を説明し、近隣住

民への周知・説明の方法及び範囲の相談を行うこと。 

  ②近隣住民への周知・説明は、市川市と事前協議申請提出時に協議を行った範囲に

説明を行うよう努めること。ただし、地元自治会長など地域の代表者から説明を

行う範囲の指定を受けた場合はそれに従うこと。 

  ③②の説明方法及び範囲にかかわらず、保育園設置予定地に隣接する土地（隣接す

る土地が道路である場合は、当該道路を挟んで接する土地を含む）又は、その土

地に存する建築物の所有者又はこれらの占有者に対しては、戸別訪問により直接

面会のうえ、計画の概要を説明すること。また、説明時には、現段階の施設図面

や保育園の概要などを提示した上で、説明をすること。なお、保育園設置予定地

に隣接していない土地又は建築物の所有者及び占有者であっても、説明範囲内で

あれば、複数回訪問するなど可能な限り直接面会し事業計画の概要を説明するよ

う努めること。 

   ※隣接する建築物が集合住宅である場合は、別途協議を行います。 

（２）近隣住民から意見があった場合は、可能な限り施設整備及び運営計画に反映する

よう努めること。 

    ※本申請において、近隣説明の結果及び意見への対応状況を報告していただきま

す。 

（３）設置・運営事業者としての評価結果通知を受領した後も、その結果によらず同様

の方法により周知・説明を行うこと。事前協議後の近隣説明を実施した後に辞退

した場合にあっても同様とする。（不選定となった場合又は辞退した場合で、近隣

住民への周知・説明を行わなかったときは、当該申請事業者による次回以降の申

請に影響を及ぼす場合があります。） 

 

Ｃ３．その他整備に関する要件                             
（１）開設日の 1ヶ月前までに検査済証の交付を受ける(用途変更の場合は工事完了届を

提出する) よう工事工程を組むこと。 

（２）騒音等の環境面に配慮するとともに、近隣住民との調整、紛争解決など、申請事

業者の責任において誠意を持って対応すること。 

（３）施設及び設備の設計に際しては、関係機関と協議調整のうえ、建築基準法及び消

防法等の法令に適合することを確認すること。 

（４）整備に際しては、管轄の消防署及び市川保健所に相談し、指示･指摘等を受けた場

合はそれに従うこと。 

（５）当該施設整備が、市川市宅地開発に係る手続き及び基準等に関する条例（平成 13

年市川市条例第 35号）の適用を受ける宅地開発事業の場合、同条例第 10条の規定

による近隣説明を実施する際には、運営事業者も同行し説明を行うこと。 

（６）工事請負や備品購入の契約等にあたり、市川市暴力団排除条例を遵守すること。 

（７）既存建物である場合は、建築基準法上の用途を「保育所」に変更すること。 

（８）上記記載の内容のほか関係法令上必要な手続は、選定後遅滞なく実施すること。 

 
Ｃ4．施設名称（園名）について                            

小規模保育事業所の名称は、市内及び隣接する市区の特定教育・保育施設及び特定地域

型保育事業所、市内の認可外保育施設に同一の名称がないことを要件とします。なお、市

民が市川市内の既存施設と混同するような紛らわしい名称であると市川市が判断した場合

には、名称を変更していただく場合があります。 
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Ｄ．申請・審査のスケジュール                   
申請期間として第１次～第３次を設定し、それぞれの申請期間終了後に選考を実施します。

それぞれ事前協議の締切がありますので留意してください。 

事前協議 令和 2年 11月 13日（金）～令和 3年 6月 18日（金）  

 
 【第１次】 

事前協議締切 令和 2年 11月 27日（金） 

本申請 令和 2年 12月 21日（月）～12月 25日（金） 

申請事業者運営施設の 

視察 
令和 3年 1月上旬～中旬頃 

申請事業者審査会 令和 3年 1月下旬頃 

審査結果通知 令和 3年 2月上旬頃 

 

【第２次】 

事前協議締切 令和 3年 3月 12日（金） 

本申請 令和 3年 4月 12日（月）～4月 16日（金） 

申請事業者運営施設の 

視察 
令和 3年 5月上旬頃 

申請事業者審査会 令和 3年 5月中旬頃 

審査結果通知 令和 3年 5月下旬頃 

 
【第３次】 

事前協議締切 令和 3年 6月 18日（金） 

本申請 令和 3年 7月 12日（月）～ 7月 16日（金） 

申請事業者運営施設の 

視察 
令和 3年 7月下旬頃 

申請事業者審査会 令和 3年 8月上旬頃 

審査結果通知 令和 3年 8月下旬頃 

 

※待機児童数、応募のあった施設の定員及び予算を勘案して、募集を中止することがあ

ります。 

  ※上記スケジュールは変更する場合があります。 
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Ｅ．申請方法・審査及び整備の流れ                  
 

Ｅ１．事前協議                                    
応募を希望される場合は、本申請の前に必ず事前協議を申し込んでください。 

※事前協議の申込みの前に応募予定の案件について、ご相談ください。 

《受付期間》 
下記の期間中に随時、申し込みを受け付けます。 

 
 

 

《提出書類》 
 書類 備考・様式 

1 事前協議書 ・【様式第 18号】 

2 運営法人に係る概要調書(事前協議用) ・【様式第 19号】 

・法人パンフレット又は法人の概要がわかる資

料、及び運営施設一覧を添付すること 

3 関連会社の概要調書（事前協議用） ・【様式第 20号】 

・E3 の※に記載の法人で、A6(2)で定める運営

実績を有するものがある場合に提出するこ

と 

4 小規模保育事業所設置計画概要書(事前協議用) ・【様式第 21号】 

・近隣住民への説明に係る地図及び説明資料を

添付すること。 

5 小規模保育事業所設置計画地位置図(事前協議用)  ・【様式第 22号】 

6 配置図･平面図･立面図 ・事前協議時点で未作成の場合は不要 

7 直近 3 ヶ年分の運営法人の損益計算

書・貸借対照表 

・代表者の原本証明を付すこと 

・決算期が直近で 3 期を迎えていない場合は､

提出可能な期分提出すること。 

※上記提出が必要な書類のうち 6 配置図・平面図・立面図以外の書類が不足している場

合は受け付けません。 

《提出部数》 
正本 1部  

 《書類の綴じ方》 
サイズはＡ４判(図面はＡ３判)とし、左綴じとしてください。 

 《事前協議の予約及び書類の提出》 
予め電話によりご予約の上、書類を持参してご来庁ください。 

     〒272-0021 市川市八幡 3丁目 3番 2号  

グランドターミナルタワー本八幡 4階 401号 

           市川市こども政策部 こども施設計画課 

TEL：047-711-3061（直通） FAX:047-711-3074 

※質疑については下記のとおり受け付けます。 
①質疑できる者  ：「Ａ６．申請資格」を満たす者 

②質疑方法    ：質疑書【様式第 23号】により行ってください。提出は持参又は

ＦＡＸによるものとします。受付期間外に市川市こども政策部

こども施設計画課に到着した質疑書にはお答えいたしかねます。 

③受付期間    ：令和 2年 11月 13日（金） ～ 令和 3年 6月 18日（金） 

令和 2年 11月 13日（金）～令和 3年 6月 18日（金） 
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④質疑に対する回答：到着後概ね 1 週間以内に、質疑内容とともに市川市公式Ｗｅｂ

サイト上(http://www.city.ichikawa.lg.jp/)に公開いたします。なお、質疑に対す

る回答はこの要項と同等の効力を有するものとします。 

⑤提出先：〒272-0021 市川市八幡 3丁目 3番 2号  

グランドターミナルタワー本八幡 4階 401号 

           市川市こども政策部 こども施設計画課 

TEL：047-711-3061（直通） FAX:047-711-3074 

Ｅ２．本申請                                     
《受付期間》 

事前協議終了後、下記期間内に本申請を行ってください。なお、それぞれの期間に事

前協議の締切を設けておりますので留意してください。 

 

 
 
 
 
《提出書類》 
  別紙提出書類一覧の通り 
《提出部数》 

・正本 1部(提出書類一覧全ての書類)  

・評価委員会議資料 7部(評価委員会議資料に○の付いている書類) 

・決算関係書類 1部（様式番号 4-7,8 の書類） 

  《書類の綴じ方》 
①サイズはＡ４版（図面はＡ３版）とし､表紙及び目次を付けて左綴じとしてください。 

②提出書類ごとに合紙等を挟み資料番号を付したインデックスを貼付してください。 

※提出書類に直接インデックスは貼付しないでください。 

   ③資料量に応じたパイプ式ファイルに綴じて下さい。 

    ※フラットファイル､リングファイル等で書類が提出され申請書類が破損した場合､ 

再提出及び再度の綴込みを求める場合があります。 

 《本申請の予約及び書類の提出》 
予め電話連絡によりご予約の上、書類を持参してご来庁ください。 

   市川市八幡 3丁目 3番 2号 グランドターミナルタワー本八幡 4階 401 号 

      市川市こども政策部 こども施設計画課  TEL：047-711-3061（直通） 

 

 
Ｅ３．申請事業者運営施設の視察                            

審査時の参考とするため、申請事業者が運営する施設(認可保育園、認定こども園、小規

模保育事業所又は児童福祉法に基づく認可を受けた事業所内保育事業所。これらの施設を

運営していない場合は認可外保育施設)を視察させていただきます。視察先施設は、下記に

該当する施設を原則に市川市が指定します。 

①原則として、千葉県･東京都･神奈川県･埼玉県に所在する施設。該当する施設がない 

場合は、関東圏に所在する施設で千葉県に最も近い場所に所在する施設とする。 

②平成 30 年度以前に開設した施設のうち直近に開設した施設。ただし、平成 30 年度以

前に開設した施設がない場合は平成 30 年度以降に開設した施設のうち最も早く開設

した施設とする。 

③①②に該当する施設が複数ある場合は、今回申請する施設に最も規模が近い施設で市

川市役所に最も近い場所に所在する施設。 
 

第１次:令和２年 12月 21日（月）～12月 25日（金）（事前協議締切令和 2年 11月 27日（金）） 
第２次:令和 3年 4月 12日（月）～4月 16日（金）（事前協議締切令和 3年 3月 12日（金）） 
第３次:令和 3年 7月 12日（月）～7月 16日（金）（事前協議締切令和 3年 6月 18日（金）） 
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 ※申請事業者が運営する施設がない場合は、議決権のある申請事業者の株式を 50％以上取

得している親会社、当該親会社が議決権のある株式を 50％以上取得している申請事業者

以外の子会社、申請事業者の法人代表者が同一もしくは親族関係にある法人又はそれら

に準ずるものとして本市が認める法人が運営する施設を視察対象施設とします。 

 
Ｅ４．評価（審査）                                      

「市川市保育園設置・運営主体の評価に関する基準」に基づき設置する評価委員が申請

事業者の評価を実施します。評価にあたり以下のとおり審査会を開催する予定です。 
 
（１）書類評価、視察、申請事業者によるプレゼンテーション及びヒアリングによって

総合的に評価を行います。 

（２）プレゼンテーション及びヒアリングを実施するため、審査会には申請事業者にも

ご出席いただきます。 

（３）プレゼンテーションは、その方法やプレゼンテーションに対する評価委員の印象

等は評価の対象にせず、企画提案書の内容を明確に伝えることを目的とします。 

（４）評価合計点が市川市の定める基準評価合計点を上回る申請事業者の中から、「市川

市子ども･子育て支援事業計画」との整合性等を勘案して設置・運営事業者を選定い

たします。なお、申請事業者のすべてが基準評価合計点を下回る場合は「該当事業

者なし」といたします。 
 
 

Ｅ５．評価（審査）結果通知                                  
結果は、選定可否に関わらず文書によってすべての申請事業者に通知いたします。 

 

Ｅ６．辞退について                                  
事前協議後、又は本申請後であって結果通知前に辞退するときは、いずれも文書(任意様

式)により届け出てください。 

選定後の辞退については、そのタイミングによって認可保育施設の利用を希望される市

民等に大きな影響を与えることがあるため、市川市の同意を必要とします。やむを得ず辞

退を希望される際は、市川市に協議を申し入れてください。 

※辞退届を提出しない場合､次回以降の申請を受け付けません。 

 

 
Ｅ７．提出書類の取り扱い                               

事前協議又は本申請時に提出された書類は返却いたしません。 

 

Ｅ８．失格要件                                    
以下のいずれかに該当する場合は失格とします。 
 
①提出書類に故意に基づく虚偽があった場合 

②事業計画の内容が本要項で定めた条件を満たさない場合 

③審査の公平性に影響を与える行為があった場合 

④過去 3 ヶ年の間に実施された、申請者が運営する児童福祉施設、地域型保育事業所、

認可外保育施設及び申請者の本部等に対する社会福祉法、児童福祉法、子ども・子育

て支援法、建築基準法、消防法、地方公共団体が定める基準又は要綱その他の関係法

令及び通知等(以下「関係法令」という｡)に基づく報告、質問、立入検査又は調査等(以

下「監査」という｡)(過去３ヶ年の間に監査の実施実績がない場合は直近に実施された

監査)の結果、監査実施機関から受けた指示、勧告又は命令等に従わなかった等の事案

から、関係法令を遵守して小規模保育事業所を設置･運営することができない恐れがあ
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ると認められる場合 

⑤財務状況及び経営状況に、保育園の安定的な運営に支障が生じる恐れがある問題があ

ると認められる場合 

⑥民事再生法(平成 11年法律第 225号)又は破産法(平成 16年法律第 75号)の適用を受け、

申請者に財産的能力がなくなったと認められる場合 

⑦刑事事件その他の不祥事により、申請者の信用が失墜したと認められる場合 

⑧次のいずれかに該当する場合 

ア 申請者又は申請者の役員等(役員、代表者、理事等、その他経営に実質的に関与し

ている者。以下「役員等」という｡)が市川市暴力団排除条例(平成 24 年市川市条例

第 12号)第 2条第 1号に規定する暴力団(以下「暴力団」という｡)、同条第 2号に規

定する暴力団員又は同条第 3号に規定する暴力団員等(以下「暴力団員等」という｡)、

又は暴力団及び暴力団員等並びに暴力団及び暴力団員等と密接な関係を有する者

(以下「暴力団等」という｡)であると認められる場合 

又は暴力団若しくは暴力団員等が申請者の事業経営に実質的に関与していると認め

られる場合 

イ 申請者又は申請者の役員等が、自己、自社･法人若しくは第三者の不正の利益を図

る目的、又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団等を利用するなどしてい

ると認められる場合 

ウ 申請者又は申請者の役員等が、暴力団等に対して、資金等を供給し、又は便宜を

供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与

していると認められる場合 

エ 申請者又は申請者の役員等が、暴力団等と社会的に非難されるべき関係を有して

いると認められる場合 

⑨事前協議及び本申請の書類で市が再提出を求めた書類について市から提示した期限ま

でに提出しなかった場合 

⑩その他、本要項及び関係法令に違反すると認められる場合 
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Ｆ．整備費補助及び運営費に対する委託料・補助金           
 
Ｆ１．整備費に対する補助金                              

整備費に対する補助金は、下記に記載のとおりになります。（下記に記載の補助制度から

変更する場合があります。） 
 

（１）改修費等に対する補助（法定分＋市単独補助分） 

①補助対象   ：新たな小規模保育事業所を設置するために必要な改修等にかか

る費用 

②補助対象限度額：3,500万円 

③補助率    ：5/6 

※補助の対象経費となる工事については､一般競争入札により工事事業者の決定を 

行っていただきます。 

一般競争入札の方法については､選定された設置・運営事業者に周知いたします。 

 

Ｆ２．運営費に対する委託料・補助金                          
運営費については、子ども･子育て支援法第 29条及び第 30条に基づく地域型保育給付費

及び特例地域型保育給付費を支出します。また、以下のとおり市川市単独での委託費の加

算又は補助の実施を予定しております。ただし、国が定める公定価格の改定等が実施され

た場合、委託費の加算又は補助内容に変更が生じることがあります。詳細な単価等につき

ましては、こども施設計画課までお問合せください。 

 

 《委託費の加算》 
（１）保育士配置基準向上加算 

①概要  ：国基準を超えて保育士を雇用することにより、年度途中の児童受け入

れを円滑なものとするとともに保育士の労働環境を改善し、また、保

育士の退職や育児休業休の取得など、急な保育士の減少に対応できる

態勢を確保することにより、安定的な保育環境を確保し、保育の質の

維持向上を図るもの。 

②算出式 :単価×各月加算対象職員数 

職種 職員要件 対象人数 単価 

保育士 常勤職員 下記の通り 374,873円 

栄養士 正規職員 1人 53,866 円 

事務員 正規職員 1人 154,507円 

 

※加算対象職員数の算出方法 

実働保育士数（各年齢児担任保育士・主任保育士・フリー保育士であ  

る常勤職員の合計）とＡ欄各号の式により算出される数の合計とを比較

して低い方から、Ｂ欄各号の式により算出される数の合計を減じた数。 

 

Ａ欄（各号ごとに小数第 1位切上げ） 

(a)0歳児在籍数×1/3  (b)1 歳児在籍数×1/5 

(c)2歳児在籍数×1/5  (d)フリー保育士 1人 

 

Ｂ欄(各号ごとに小数第 2位切捨て、合計数の小数第 1位四捨五入) 

(a)0歳児在籍数×1/3  (b)1･2歳児在籍数×1/6 

(c)フリー保育士 1人  
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（２）保育環境改善加算 

    ①概要  ：延長保育実施のための非常勤職員の雇用、及び嘱託医報酬支払のため

の加算 

    ②算出式 ：(1)通常加算 

            通常加算単価×係数 

            ※係数＝定員×1/30（小数第 1位切上げ。ただし 2を下限とします。） 

          (2)延長保育加算 

            延長保育加算単価×延長保育実施時間×係数×各支給認定児童数

÷各月初日在籍児童数 

            ※延長保育実施時間＝平日の開設時間数－各支給認定保育時間 

            ※係数＝定員×1/30（小数第 1位切上げ。ただし 2を下限とします。） 

          (3)嘱託医報酬加算 

            公定価格における嘱託医報酬額（内科 162,840円、歯科 40,000円）

について報酬額を市の公立基準 201,000 円までを限度に加算いたし

ます。 

             内科:38,160円（201,000【公立基準】-162,840【控除額】）  

歯科:161,000円（201,000【公立基準】-40,000【控除額】） 

報酬額が控除額を下回る場合は加算しません。 

             ※毎年度 3月に加算 

          (4)保育補助者雇上費加算 

            加算限度額 1,938,000 円を上限として、当該加算適用における保

育補助者の雇用に係る費用の総額に 8分の 7を乗じた額（千円未満切

り捨て）を加算 

              ※係数＝定員×1/30（小数第 1位切上げ。ただし 2を下限とします。） 

    ③単価（例）：定員にかかわらず 通常加算単価：177,100 円  

延長保育加算単価：25,300 円 
 

（３）施設維持管理加算 

①概要  ：保育園の運営に必要だが、法に基づく保育所運営費に含まれていない

とされるもの(施設管理費、土曜日給食費、布団借上げ及び乾燥料、賠

償責任保険料など)を実施するための加算 

②算出式 ：｛管理費単価+（土曜日給食単価×4）｝×各月初日在籍児童数 

※土曜日給食隔週実施の場合は 4を 2に、実施しない場合は 0とします。  

③単価(例)：定員にかかわらず 管理費単価：4,000 円 土曜日給食単価：385 円 
 
（４）保育士等職員処遇改善加算 

(計画する施設の運営費における人件費比率に応じて単価が異なるため､個別にお

問い合わせください。) 

①概要  ：職員の処遇を改善するための加算 

②算出式 ：交付率に応じた単価×各月初日加算対象職員数 

      ※下記の加算対象職員ごとに上記の式により加算額を算出します。 

      ※交付率は、各施設の給与支給の執行状況により決定します(執行状況

及び各施設の運営状況により加算の対象外となる場合があります)。 

※加算対象職員については、正規職員であって以下の各号に該当する

者とします(カッコ内は上限人数)。 

 

(a)施設長(1人) 

(b)副保育士･看護師(“保育士配置基準向上加算”対象者数) 



小規模保育事業所 整備費補助交付枠 

  
16 

(c)事務員(1人) 

(d)調理員･栄養士(1人) 
 
（５）法定福利費(社会福祉法人のみ対象) 

①概要  ：職員退職手当共済掛金を支払うための加算 

②算出式 ：単価×正規職員数 

③単価(例)：定員にかかわらず、社会福祉施設職員等退職手当共済掛金単価 

 

Ｇ．その他                             
 

（１）施設整備、設置認可申請、開設に至るまでの準備手続については、市川市と十分

に協議しながら進めることとします。 

（２）選定後に申請内容を変更する場合には、市川市と協議の上、合意することを要し

ます。 

（３）選定後であっても、本要項、申請内容及び関係法令等に基づいた小規模保育事業

所の設置･運営が行えないと判断される場合は、選定を取り消すことがあります。 

（４）開設後に小規模保育事業所を廃止又は休止するときは、市川市との協議及び承認

を必要とし、運営事業者の意思のみで廃止又は休止を行うことはできません。 

（５）開設後、定員まで児童が入園することを保証するものではありません。 

（６）申請に関する一切の費用は申請事業者の負担とします。 

（７）今回の小規模保育事業所(Ａ型)設置･運営事業者募集に際して市川市が提供する資

料を、申請目的以外で使用することを一切禁じます。また申請目的であっても、市

川市の許可なく第三者に資料を提供したり内容を提示したりすることを禁じます。 
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＜付表１＞事業計画書の作成要領                    
 

①様式は任意です。ただし、サイズはＡ４判としてください。 

②下記に記載するすべての事項について、タイトルを変えずに、この順番どおりに記述

してください。 

③事項それぞれに関する申請事業者の考え方、これまでの実績、実施計画、アピールポ

イント等について、必要に応じて挿絵や図表を入れるなど、できるだけ具体的に記述

してください。 

④「Ｃ．小規模保育事業所の管理・運営に関する事項」については、視察先施設の概要

調書(様式第 15 号)の対象施設における状況と今回計画する小規模保育事業所での実

施方針の両方に触れながら記述してください。 

⑤他の提出書類と内容が整合するよう配慮してください。 

⑥他の提出書類に説明を委ねることを妨げません。ただし、その場合でも概略は記述し、

また、参照する資料がわかるよう措置をとってください。 

⑦事業計画書で記載した事項は、開園後、実施状況の確認を行う場合がありますので、実現

可能な内容を記載してください。 

 

事業計画書に記述する事項 
Ａ．法人に関する事項 

 タイトル 内容 

1 経営理念･経営方針･小規模保育

事業所設置の動機 

・法人の経営理念及び経営方針、また小規模保育

事業所を設置する動機 

・申請者が運営法人を新規に設立する場合、経営

理念及び経営方針は申請者と運営法人のそれ

ぞれについて記載すること 

2 保育施設の運営実績 ・運営している認可保育園、地域型保育事業所、

地方単独制度による認証･認定等を受けた保育

施設、その他認可外保育施設の数及び一覧 

・病後児保育、休日保育、障害児保育等の実績 

・申請法人に募集要項 A6.申請資格の（２）を満

たす運営実績がなく、関係会社に上記を満たす

運営実績がある場合、経営理念及び経営方針は

申請法人と関係会社のそれぞれについて記載

すること 

3 その他通常保育以外の事業実績 ・学童保育、地域子育て支援センター等の実績 

4 小規模保育事業所運営に対する

経営者の考え方 

・保育事業を実施する者としての使命と責任、社

会への貢献、今後の事業展開など 

5 職員が働きやすい職場環境づく

りに対する考え方と取り組み 

・職員の確保方策（今までの実績を踏まえ、具体

的に記載してください） 

・職員の定着化に対する考え方、及び下記に関す

る制度等の内容、状況、独自の取り組み、今後

の方針など 

①ワークライフバランス ②勤務評定制度 

③職員の安全、衛生、健康管理 ④各種手当 

⑤時間外勤務 等 
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Ｂ．計画する小規模保育事業所の施設に関する事項 
 タイトル 内容 

1 コンセプト ・市川市での計画立案動機 

・施設、立地、保育内容を含めた全体的な構想や

イメージ 

2 立地環境 ・市川市全体及び当該地域周辺の今後の待機児童

の見込み 

・小規模保育事業所設置計画地の周辺環境、利点、

課題と対応策など 

3 安全･安心のための対策 ・防災、防犯、事故防止のための施設上の対策や

機能など 

4 園児等への配慮 ・園児、保護者、職員、近隣住民等に対して配慮

したポイント 

 

Ｃ．小規模保育事業所の管理・運営に関する事項 
 タイトル 内容 

1 保育理念及び運営方針 ・事業所としての保育に対する基本的な考え方、

保育理念や運営方針の日常の保育への具体的

な反映方法、通常保育以外の事業(サービス)

など 

2 食物アレルギーへの対応 ・保育園の特性を活かした食育及び環境の整備 

・食物アレルギーへの対応の考え方、除去食･一

部代替食･完全代替食の別など 

3 各種マニュアル整備の考え方 ・各種マニュアル作成時の考え方、職員意見の取り

入れ方、各園での作成方法など 

4 給食に対する考え方 ・小規模保育事業所の特性を活かした食育及び環

境の整備 

・食物アレルギーへの対応の考え方、除去食･一

部代替食･完全代替食の別など 

5 与薬 ・与薬に対する考え方 

・保護者からの与薬希望に対する対応 

・誤飲防止策、看護師の配置など 

6 非常時及び事故発生時の安全対

策 

・火災、地震、風水害発生時の避難訓練 

・屋外活動を行う際の安全対策 

・不審者対応、感染症対策、その他安全対策 

7 園児の発達状況及び保育目標に

関する記録と保育への活用 

・園児一人ひとりの発達状況の記録の有無、職員

間での情報共有、保育への活用方法など 

8 保護者に対する情報提供 ・園だよりやメール情報サービス等、日常の保育

状況等を保護者に伝える手段、また施設内での

事故発生時における保護者への連絡方法など 

9 小規模保育事業所と保護者ある

いは保護者同士の意見交換の機

会の提供 

・個人面談、保護者会など小規模保育事業所と保

護者との意見交換や協議の場の設定状況 

・保護者同士の意見交換、コミュニケーションの

機会提供の状況など 

10 保護者からの意見・要望・クレー

ムへの対応 

・保護者から意見等があった場合の対応方法、意

見等を日常の保育等に反映させる仕組みなど 

11 職員の育成方針 ・職員の研修の実施や自己研鑽の促進など 
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12 地域交流 ・小規模保育事業所と地域住民との交流、近隣の

認可保育園や高齢者施設等との連携、地域にお

ける小規模保育事業所の役割など 

13 保育内容の評価 ・第三者評価、自己評価等による現状の保育等の

評価、分析、反映など 

 

 

＜付表２＞図面に記載する事項                    
 

Ａ．配置図 
 箇所 記載する内容 

1 道路 名称、幅員、道路境界線、高低差、方位 

2 隣地等 隣地境界線、高低差、擁壁 

3 建物 出入り口、境界までの距離、スロープ勾配 

4 外構 内扉、外柵、駐車場 

5 屋外遊戯場(園庭) 面積、遊具の配置 

 

Ｂ．平面図 
 箇所 記載する内容 

1 各室共通 名称、床面積(壁芯面積)、出入口、窓、壁、下

駄箱、棚・ロッカー、手洗器、沐浴設備、調理

設備、調乳設備、エレベーター・ダムウェーター 

2 乳児室・ほふく室・保育室・遊戯

室 

床面積(壁芯面積に加え有効面積を併記)､部屋

の使用年齢、定員 

3 トイレ 便器(大、小)、手洗器、汚物処理設備 

4 避難用設備 市川市家庭的保育事業等の設備及び運営に関

する基準を定める条例第 29 条第 7 号に定める

基準を満たす階段等の名称 

例）○屋内階段（建築基準法施行令第 123条第

1項各号該当） 

○待避上有効なバルコニー 

○非常用滑り台（建築基準法第 2条第 7号

の 2該当） 

○屋外階段 

 

Ｃ．その他必要な記載事項 
（１）住所(地名地番・住居表示)、建ぺい率、容積率、用途地域、各階床面積 

（２）土地が２筆以上の場合は、敷地図に地番を記載すること 


